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• 保証承諾額は4月～6月の累計で852億円、前年比113.4％と前年度を上回った。

• 中東情勢の影響により原材料価格高騰等に対応するための運転資金、事業維持に必要な設備更新や生産性向上を目的とし
た設備資金の増加に加えて、金利上昇局面を踏まえ、将来の調達コスト上昇を見据えた前倒しでの資金需要も保証承諾額増
加の要因と考えられる。

• 業種別では建設業、卸売業、小売業、飲食業、運輸倉庫業、サービス業、不動産業で前年度を上回り、増加率では不動産業
が140.8％、次いで飲食業が129.0％、サービス業が117.3％と高かった。

• 資金使途別では運転資金719億円（前年比113.4％）、設備資金98億円（前年比107.8％）、運設併用資金35億円
（133.2％）となった。

※中東情勢の影響を受ける事業者の皆さまの資金繰り円滑化を目的に、令和8年7月6日から北海道中小企業総合振興資金の
新制度が取扱開始となりました。本制度創設に伴い、資金調達に際しての負担軽減や支援強化を目的に、当協会が独自に信
用保証料の20％割引を実施することといたしました（詳細はP6をご覧ください）。

■保証承諾

■保証債務残高
• 保証債務残高は1兆933億円、前年比95.1％と前年度を下回った。

• 令和2年度に取扱ったゼロゼロ融資の保証債務残高が前年比で1,009億円（23.4％）減少し、3,293億円となった。

• ゼロゼロ融資を除く保証債務残高が前年比で445億円（6.2％）増加していることに伴い、総体の減少ピッチは緩やかになっ
ている。

■代位弁済
• 代位弁済額は4月～6月の累計で47億円、前年比90.4％、件数は474件、前年比96.1％とともに前年度を下回った。大口
先の代位弁済が減少したことにより1件当たりの代位弁済金額は減少した。

• 業種別の代位弁済額では、製造業、卸売業、小売業、飲食業、運輸倉庫業、サービス業、不動産業が前年度を下回った。
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信用保証の実績（総括）

令和8年度（令和8年6月末）の保証実績

1
※ゼロゼロ融資とは、新型コロナウイルス感染症流行の影響によって売上が減少した事業者に対して、実質無利子・無担保で行った融資のこと。
北海道では令和2年5月に創設した中小企業総合振興資金「新型コロナウイルス感染症対応資金」として取扱いを開始。令和3年3月末で申込受付を終了している。

…保証利用企業者数

…ゼロゼロ融資残高

（単位：件、百万円）

令和7年度 令和8年度 前年同月比

件数 金額 件数 金額 件数 金額

保証承諾 6,074 75,143 6,430 85,221 105.9% 113.4% 

保証債務残高 108,181 1,149,675 108,201 1,093,339 100.0% 95.1% 

＊うちｾﾞﾛｾﾞﾛ融資 38,078 430,181 32,528 329,309 85.4% 76.6% 

代位弁済 493 5,202 474 4,700 96.1% 90.4% 

＊うちｾﾞﾛｾﾞﾛ融資 146 1,779 116 1,425 79.5% 80.1% 

（6月時点）
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業種別の保証実績

保証承諾の推移 代位弁済の推移
グラフ上部の数字は前年同月比グラフ上部の数字は前年同月比 （百万円）（百万円）
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製造業 建設業 卸売業 小売業 飲食業
運輸倉

庫業

サービ

ス業

不動産

業
その他

R4.6 5,080 16,105 7,401 6,158 1,487 4,287 9,806 3,842 1,519

R5.6 7,588 22,827 9,164 10,527 3,720 5,129 13,594 4,926 2,314

R6.6 9,105 24,555 10,804 11,836 3,852 5,294 14,307 5,245 2,177

R7.6 7,147 23,334 8,948 9,808 2,205 3,903 12,608 5,329 1,860

R8.6 7,019 26,450 9,563 10,763 2,846 4,499 14,787 7,506 1,790

98.2%

113.4%

106.9%

109.7%

129.0%

115.3%

117.3%

140.8%

96.2%

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

製造業 建設業 卸売業 小売業 飲食業
運輸倉

庫業

サービ

ス業

不動産

業
その他

R4.6 577 468 734 252 232 283 490 1 0

R5.6 205 1,017 295 480 449 429 935 1 354

R6.6 293 1,021 512 445 488 260 743 15 68

R7.6 754 668 1,006 820 427 142 1,135 168 82

R8.6 598 1,156 713 670 351 113 857 105 138
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地区別の保証実績

保証承諾の推移

石狩振興局 石狩振興局以外 グラフ上部の数字は前年同月比率
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R4.6 4,648 272 2,595 2,485 4,266 324 859 3,251 4,150 319 3,472 3,666 991 166

R5.6 7,453 282 3,555 2,900 7,302 590 1,029 4,160 6,091 724 4,922 4,466 1,242 133

R6.6 5,970 473 4,306 3,711 8,985 645 911 4,178 6,780 1,055 4,983 5,432 1,860 441

R7.6 6,747 314 3,070 4,044 6,993 568 1,052 4,286 5,395 798 4,815 4,104 1,620 116

R8.6 6,126 211 3,868 4,203 7,561 688 961 4,324 5,173 1,162 5,097 4,771 1,642 452
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石狩振興局以外

地区別の保証実績

代位弁済の推移

石狩振興局 グラフ上部の数字は前年同月比率
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R4.6 678 0 36 172 220 25 16 52 79 20 160 84 0 100

R5.6 187 0 180 85 419 0 0 175 61 0 230 338 2 0

R6.6 241 0 65 139 669 60 0 137 128 7 157 254 31 0

R7.6 585 50 109 190 729 94 19 237 113 10 181 170 2 28

R8.6 361 5 293 150 247 0 69 123 156 0 373 157 57 12
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中東情勢の影響に関連した融資制度のご案内

融 資 金 額 1億円以内

資 金 使 途 運転資金 ※借換資金は対象外

融 資 期 間 10年以内（うち据置3年以内） ※1年以内の利用も可能

融 資 利 率 5年以内 年1.4％ 、10年以内 年1.6％
※取扱期間中は融資利率の見直しは行わない

返 済 方 法 一括返済または分割返済

保 証 人 必要となる場合がある

担 保 必要となる場合がある

保 証 料 率
経営状況に応じ、年0.36％～1.52％

通常の保証料率から20％割引された料率です

取 扱 期 間 令和8年7月6日から令和9年1月5日まで

申 込 方 法
所定の「融資あっせん申込書」を記載し、必要

書類を添えて商工会議所・商工会にお申込ください

中東情勢の影響を受ける事業者の皆さまの資金繰り円滑化を目的に、令和8年7月6日から北海道中小企業総合振興資金の新
制度が取扱開始となりました。ガソリン等の燃料油、ナフサその他原材料または石油関連製品等の供給制約などにより直接的
または間接的な影響を受けている事業者の皆さまの経営の安定化を後押しします。また、本制度創設に伴い、資金調達に際し
ての負担軽減や支援強化を目的に、当協会が独自に信用保証料の20％割引を実施することといたしました。今後も中東情勢の
影響を受ける事業者の皆さまのご相談に対し迅速な対応を行ってまいります。

融資制度の
ご案内

中東情勢対策特別枠
中小企業総合振興資金 経済環境変化対応資金 経営環境変化対応貸付［認定企業］イ－B

融資対象者

中東情勢の影響に伴うガソリン等の燃料油、ナフサそ
の他の原材料または石油関連製品等の供給制約等により
直接的または間接的な影響を受け、次のいずれかに該当
する中小企業者等

1 最近3ヵ月の売上高等が前年同期に比べ5％以上
減少しているもの

2 原則として最近1ヵ月の売上高等が前年同月に比
べ10％以上減少し、かつ、その後2ヵ月を含む
3ヵ月の売上高等が前年同期に比べ10％以上減少
する見込みのもの

3 最近3ヵ月の売上原価率等が前年同期に比べ増加
しているもの

4 原則として最近1ヵ月の売上原価率等が前年同月
に比べ増加し、かつ、その後2ヵ月を含む3ヵ月
の売上原価率等が前年同期に比べ増加する見込み
のもの

当協会独自の
保証料割引

詳しくはこちら

6


